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令和５年３月市議会定例会議案目録（その２） 

 

議 案 番 号 件        名 関 係 部 等 頁 

議案第１１号 令和５年度木更津市一般会計予算 財 務 部 別冊 

議案第１２号 令和５年度木更津市国民健康保険特別会計予算 市 民 部 別冊 

議案第１３号 令和５年度木更津市後期高齢者医療特別会計予算 市 民 部 別冊 

議案第１４号 令和５年度木更津市介護保険特別会計予算 福 祉 部 別冊 

議案第１５号 令和５年度木更津市公設地方卸売市場特別会計予算 経 済 部 別冊 

議案第１６号 
木更津市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定

について 
総 務 部 １ 

議案第１７号 
木更津市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定

について 
総 務 部 ３ 

議案第１８号 
木更津市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定

について 
総 務 部 ７ 

議案第１９号 木更津市庁舎整備基金条例の制定について 総 務 部 １１ 

議案第２０号 
木更津市彩り豊かな個性が集う共生社会づくり条例

の制定について 
企 画 部 １３ 

議案第２１号 
木更津市幼児言語教室の設置及び管理に関する条例

の制定について 
健康こども部 １７ 

議案第２２号 
附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 
市 長 公 室 ２１ 

議案第２３号 
木更津市行政組織条例の一部を改正する条例の制定

について 
市 長 公 室 ２５ 

議案第２４号 手数料条例の一部を改正する条例の制定について 総 務 部 ２７ 

議案第２５号 
木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 
総 務 部 ４４ 



 

議案第２６号 
木更津市保育園の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 
健康こども部 ５０ 

議案第２７号 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

健康こども部 ５１ 

議案第２８号 

木更津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制

定について 

健康こども部 ５４ 

議案第２９号 
木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例の

制定について 
経 済 部 ５６ 

議案第３０号 
木更津市営住宅設置管理条例の一部を改正する条例

の制定について 
都 市 整 備 部 ５８ 

議案第３１号 
木更津市郷土博物館金のすずの設置及び管理に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 
教 育 部 ５９ 

議案第３２号 令和５年度木更津市下水道事業会計予算 都 市 整 備 部 別冊 

 



議案第１６号 

木更津市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

木更津市職員の高齢者部分休業に関する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

木更津市職員の高齢者部分休業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６

条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業（法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分

休業をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（高齢者部分休業） 

第２条 高齢者部分休業の承認は、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超え

ない範囲内で、３０分を単位として行うものとする。 

２ 法第２６条の３第１項の高年齢として条例で定める年齢は、５５歳とする。 

（高齢者部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務しない１時間につ

き、職員の給与に関する条例（昭和２６年木更津市条例第８号）第１７条に規定する勤務１時

間当たりの給与額を減額して支給する。 

（承認の取消し又は休業時間の短縮） 

第４条 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講ずること 

が著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たときは、高齢者部分休業の承認を取り消し、 

又は休業時間（高齢者部分休業の承認を受けた１週間当たりの勤務しない時間をいう。以下同

じ。）を短縮することができる。 

（休業時間の延長） 

第５条 任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長の申出があった場

合で公務の運営に支障がないと認めるときは、当該職員に係る休業時間の延長を承認すること

ができる。 

（委任） 
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第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

  附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分

休業について定めるため、新たに条例を制定しようとするものである。 
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議案第１７号 

木更津市職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について 

木更津市職員の自己啓発等休業に関する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                     木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

   木更津市職員の自己啓発等休業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６

条の５第１項、第５項及び第６項の規定に基づき、職員の自己啓発等休業（同条第１項に規定

する自己啓発等休業をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（自己啓発等休業の承認） 

第２条 任命権者は、職員としての在職期間が２年以上である職員が申請した場合において、公

務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、

当該職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、当該職員が、大学等課程の履修（法第２６

条の５第１項に規定する大学等課程の履修をいう。以下同じ。）又は国際貢献活動（同項に規

定する国際貢献活動をいう。以下同じ。）のための休業をすることを承認することができる。 

（自己啓発等休業の期間） 

第３条 法第２６条の５第１項の条例で定める期間は、次の各号に掲げる休業の区分に応じ、当

該各号に定める期間を超えない範囲内において任命権者が必要と認める期間とする。 

⑴ 大学等課程の履修のための休業 ２年（大学等課程の履修の成果をあげるために特に必要

な場合として規則で定める場合は、３年） 

⑵ 国際貢献活動のための休業 ３年 

（教育施設） 

第４条 法第２６条の５第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設とする。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学（当該大学に置かれる同

法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条に規定する大学院を含む。） 

⑵ 学校教育法第１０４条第７項第２号の規定により大学又は大学院に相当する教育を行うも

のとして認められた課程を置く教育施設（自己啓発等休業をしようとする職員が当該課程を
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履修する場合に限る。） 

⑶ 学校教育法第１０８条に規定する短期大学 

⑷ 学校教育法第１２４条に規定する専修学校であって、同法第１２５条に規定する専門課程

を置くもの（自己啓発等休業をしようとする職員が当該課程を履修する場合に限る。） 

⑸ 裁判所法（昭和２２年法律第５９号）第１４条に規定する司法研修所（司法修習生に関す 

る規則（昭和２３年最高裁判所規則第１５号）第５条第１項の実務修習を行う施設を含む。） 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、これらに相当する外国の教育施設として任命権者が適当と認

めるもの 

（奉仕活動） 

第５条 法第２６条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げる奉仕活動とする。 

⑴ 独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法（平成１４年法律第１３６号）

第１３条第１項第４号の規定に基づき自ら行う派遣業務の目的となる開発途上地域における

奉仕活動（当該奉仕活動を行うために必要な国内における訓練その他の準備行為を含む。） 

⑵  前号に掲げる奉仕活動に準ずるものとして任命権者が認める奉仕活動 

（自己啓発等休業の承認の申請） 

第６条 自己啓発等休業の承認の申請は、自己啓発等休業をしようとする期間の初日及び末日並

びに当該期間中の大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容を明らかにしてしなければならな

い。 

（自己啓発等休業の期間の延長） 

第７条 自己啓発等休業をしている職員は、当該自己啓発等休業を開始した日から引き続き自己

啓発等休業をしようとする期間が第３条各号に定める期間を超えない範囲内において、延長を

しようとする期間の末日を明らかにして、任命権者に対し、自己啓発等休業の期間の延長を申

請することができる。 

２ 自己啓発等休業の期間の延長は、任命権者が特別の事情があると認める場合を除き、１回に

限るものとする。 

３ 第２条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の承認について準用する。 

（自己啓発等休業の承認の取消事由） 

第８条 法第２６条の５第５項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。 

⑴ 自己啓発等休業をしている職員が、正当な理由なく、その者が在学している課程を休学し、 

4



若しくはその授業を頻繁に欠席していること又はその者が参加している奉仕活動の全部若し

くは一部を行っていないこと。 

⑵ 自己啓発等休業をしている職員が、その者が在学している課程を休学し、停学にされ、又

はその授業を欠席していること、その者が参加している奉仕活動の全部又は一部を行ってい

ないことその他の事情により、当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に

支障が生ずること。 

（報告等） 

第９条 自己啓発等休業をしている職員は、任命権者から求められた場合のほか、次に掲げる場

合には、当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動の状況について任命権者に

報告しなければならない。 

⑴ 当該職員が、その申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめた場合 

⑵ 当該職員が、その在学している課程を休学し、停学にされ、若しくはその授業を欠席して

いる場合又はその参加している奉仕活動の全部若しくは一部を行っていない場合 

⑶ 当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている場合 

２ 任命権者は、自己啓発等休業をしている職員から前項の規定による報告を求めるほか、当該

職員と定期的に連絡を取ることにより、十分な意思疎通を図るものとする。 

（職務復帰後における号給の調整） 

第１０条 自己啓発等休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との均衡上必要

があると認められるときは、当該自己啓発等休業の期間を大学等課程の履修又は国際貢献活動

のためのもののうち、職員としての職務に特に有用であると認められるものにあっては１００

分の１００以下、それ以外のものにあっては１００分の５０以下の換算率により換算して得た

期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の

職員の昇給を行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその

者の号給を調整することができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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提案理由 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項、第５項及び第６項の規定に 

基づき、職員の自己啓発等休業について定めるため、新たに条例を制定しようとするものである。 
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議案第１８号 

木更津市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定について 

木更津市職員の配偶者同行休業に関する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                         木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市職員の配偶者同行休業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６

条の６第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）から第３項まで及び第６項から第

８項まで並びに第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づき、職員の配偶

者同行休業（法第２６条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（配偶者同行休業の承認） 

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、

当該申請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、当該職員が配偶者同行休業をす

ることを承認することができる。 

（配偶者同行休業の期間） 

第３条 法第２６条の６第１項の条例で定める期間は、３年とする。 

（配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する事由） 

第４条 法第２６条の６第１項の条例で定める事由は、次に掲げる事由（６月以上にわたり継続

することが見込まれるものに限る。第８条第１号において「配偶者外国滞在事由」という。）

とする。 

⑴ 外国での勤務 

⑵ 事業を経営することその他の個人が業として行う活動であって外国において行うもの 

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学に相当する外国の大学（これに準ずる 

教育施設を含む。）であって外国に所在するものにおける修学（前２号に掲げるものに該当

するものを除く。） 

（配偶者同行休業の承認の申請） 
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第５条 配偶者同行休業の承認の申請は、配偶者同行休業をしようとする期間の初日及び末日並 

びに当該申請をした職員の配偶者（法第２６条の６第１項に規定する配偶者をいう。以下同じ。）

が当該期間中外国に住所又は居所を定めて滞在する事由を明らかにしてしなければならない。 

２ 任命権者は、配偶者同行休業の申請をした職員に対して、当該申請について確認するため必

要があると認める書類の提出を求めることができる。 

（配偶者同行休業の期間の延長） 

第６条 配偶者同行休業をしている職員は、当該配偶者同行休業を開始した日から引き続き配偶

者同行休業をしようとする期間が第３条に規定する期間を超えない範囲内において、延長をし

ようとする期間の末日を明らかにして、任命権者に対し、配偶者同行休業の期間の延長を申請

することができる。 

２ 第２条の規定は、配偶者同行休業の期間の延長の承認について準用する。 

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情） 

第７条 法第２６条の６第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者同行休業の期間の延長後の

期間が満了する日における当該配偶者同行休業に係る配偶者の第４条第１号の外国での勤務が

同日後も引き続くこととなり、及びその引き続くことが当該延長の請求時には確定していなか

ったことその他任命権者がこれに準ずると認める事情とする。 

（配偶者同行休業の承認の取消事由） 

第８条 法第２６条の６第６項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。 

⑴ 配偶者が外国に滞在しないこととなり、又は配偶者が外国に滞在する事由が配偶者外国滞

在事由に該当しないこととなったこと。 

⑵ 配偶者同行休業をしている職員が木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（ 

平成７年木更津市条例第１号）第１４条の規定により特別休暇として規則で定める出産のた

めの特別休暇を取得することとなったこと。 

⑶ 任命権者が、配偶者同行休業をしている職員について、地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１項の規定による育児休業を承認することとなっ

たこと。 

（届出） 

第９条 配偶者同行休業をしている職員は、次に掲げる場合には、遅滞なく、その旨を任命権者

に届け出なければならない。 
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⑴ 配偶者が死亡した場合 

⑵ 配偶者が職員の配偶者でなくなった場合 

⑶ 配偶者と生活を共にしなくなった場合 

⑷ 前条第１号又は第２号に掲げる事由に該当することとなった場合 

２ 第５条第２項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（配偶者同行休業に伴う任期付採用及び臨時的任用） 

第１０条 任命権者は、第２条又は第６条第１項の規定による申請があった場合において、当該

申請に係る期間（以下この条において「申請期間」という。）について職員の配置換えその他

の方法によって当該申請をした職員の業務を処理することが困難であると認めるときは、当該

業務を処理するため、次の各号に掲げる任用のいずれかを行うことができる。この場合におい

て、第２号に掲げる任用は、申請期間について１年を超えて行うことができない。 

⑴ 申請期間を任用の期間（以下この条において「任期」という。）の限度として行う任期を

定めた採用 

⑵ 申請期間を任期の限度として行う臨時的任用 

２ 任命権者は、前項の規定により任期を定めて職員を採用する場合には、当該職員にその任期

を明示しなければならない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により任期を定めて採用された職員の任期が申請期間に満たない

場合にあっては、当該申請期間の範囲内において、その任期を更新することができる。 

４ 第２項の規定は、前項の規定により任期を更新する場合について準用する。 

５ 任命権者は、第１項の規定により任期を定めて採用された職員の任期を更新する場合には、

あらかじめ当該職員の同意を得なければならない。 

（職務復帰後における号給の調整） 

第１１条 配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との均衡上必要

があると認められるときは、当該配偶者同行休業の期間を１００分の５０以下の換算率により

換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後に

おける最初の職員の昇給を行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合

に準じてその者の号給を調整することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

9



  附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の６第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）から第３項まで及び第６項から第８項まで並びに第１１項において準用する同

法第２６条の５第６項の規定に基づき、職員の配偶者同行休業について定めるため、新たに条例

を制定しようとするものである。 
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議案第１９号 

   木更津市庁舎整備基金条例の制定について 

 木更津市庁舎整備基金条例を次のように制定する。 

  令和５年２月７日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

   木更津市庁舎整備基金条例 

 （設置） 

第１条 市は、木更津市庁舎（以下「庁舎」という。）の整備に係る事業に要する経費の財源に

充てるため、木更津市庁舎整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、当該年度の一般会計の予算で定める額とする。 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しな

ければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、当該年度の一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金

に繰り入れるものとする。 

 （繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定め

て、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第６条 市長は、庁舎の整備に係る事業に要する経費の財源に充てる場合に限り、基金の全部又

は一部を処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（木更津市庁舎建設基金条例の廃止） 

２ 木更津市庁舎建設基金条例（平成２４年木更津市条例第３号）は、廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 木更津市庁舎の整備に係る事業に要する経費の財源に充てる基金を設置するため、新たに条例

を制定しようとするものである。 
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議案第２０号 

   木更津市彩り豊かな個性が集う共生社会づくり条例の制定について 

木更津市彩り豊かな個性が集う共生社会づくり条例を次のように制定する。 

  令和５年２月７日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

   木更津市彩り豊かな個性が集う共生社会づくり条例 

 全ての人は、生まれながらにして個人として尊重されています。 

 しかしながら、私たちが暮らしている社会には、今もなお、差別や排除、虐待、様々な嫌がら

せやいじめ等の人権侵害が生じています。さらには社会環境の変化や大規模な自然災害の発生、

予期せぬ感染症のまん延や先行き不透明な経済状況等が、多くの人に生きづらさをもたらすとと

もに他者への不寛容さを増大させています。また、インターネットを利用した心ない情報の拡散

は、あらゆる差別の解消や多様性に配慮したまちづくりの推進に取り組む私たちに新たな課題を

投げかけています。 

 こうした中、本市では、木更津市人と自然が調和した持続可能なまちづくりの推進に関する条

例（平成２８年木更津市条例第２８号）第３条に規定するオーガニックなまちづくりの基本理念

において、「多様なあり方を認め合い、支え合う、自立した地域社会の仕組みを構築すること」

を掲げ、多様性に配慮した共生社会の実現に向けた取組を進めてきました。私たちを取り巻く社

会経済情勢が大きく変化する中、これまでの取組を深化及び加速化し、この変化に的確に対応し

ていかなければなりません。 

 そこで、私たちは、市民一人一人が、お互いを尊重し合い、支え合い、多様性を認め、自らが

望む形で社会との関わりを持ち、生涯にわたって安心して自分らしく暮らすことのできる「彩り

豊かな個性が集う多様性のある地域社会」を、本市において実現するために歩み続けることを決

意し、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、共生社会づくりの基本理念を定め、市の責務並びに市民及び団体の役割を

明らかにするとともに、男女共同参画及び多文化共生を推進する施策の基本となる事項を定め

ることにより、市、市民及び団体が協力しながら、共生社会を実現することを目的とする。 

（定義） 
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第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 共生社会 市民一人一人が、お互いを尊重し合い、支え合い、多様性を認め、自らが望む

形で社会との関わりを持ち、生涯にわたって安心して自分らしく暮らすことのできる社会を

いう。 

⑵ 市民 市内に居住し、在勤し、又は在学する者をいう。 

⑶ 団体 市内において事業活動、市民活動その他の活動を行うものをいう。 

⑷ 男女共同参画 全ての人が、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され、政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができること

をいう。 

⑸ 多文化共生 全ての人が、国籍、民族等の異なる人々の互いの文化的違いを認め合い、対

等な関係を築こうとしながら、共に生きていくことをいう。 

⑹ 性的指向 自己の恋愛・性愛の対象となる性別についての指向をいう。 

⑺ 性自認 自己の性別についての認識をいう。 

⑻ 性的マイノリティ 性的指向、性自認のあり方が少数と認められる者をいう。 

⑼ 社会的少数者 少数者であることを理由とした偏見や差別によって不利益を被っている者

をいう。 

（基本理念） 

第３条 市、市民及び団体は、それぞれの責務又は役割を果たし、相互に協力しながら、次に掲

げる理念（以下「基本理念」という。）に基づき、共生社会の実現に向けた取組の推進を行う

こととする。 

⑴ 全ての人が、その個性や多様性を尊重され、自分らしくいられること。 

⑵ 全ての人が、お互いを支え合い、助け合うことで、安心して生活できること。 

⑶ 全ての人が、社会の一員として、自らが望む形で、あらゆる分野における活動に参画する

機会を確保されること。 

（市の責務） 

第４条 市は、基本理念に基づき、共生社会の実現に向けた取組を推進するための施策を総合的

かつ計画的に実施する責務を有するものとする。 

２ 市は、市の職員一人一人が共生の重要性の理解を深めるため、市の職員に対して啓発等を実
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施するものとする。 

（市民及び団体の役割） 

第５条 市民及び団体は、基本理念にのっとり、共生社会の実現に当たって必要となる認識や理

解を相互に深めるとともに、市民、団体その他の主体と協働して共生社会の実現に努めるもの

とする。 

（差別的取扱いの禁止） 

第６条 何人も、人種、国籍、思想、信条、性別、性的指向、性自認、出身、職業、経歴、年齢、

疾病、障がい、経済状況等の属性（以下「属性」という。）による不当な差別的取扱いをする

ことにより、他人の権利利益を侵害してはならない。 

２ 何人も、公衆に表示する情報において、属性を理由とした不当な差別を助長することのない

よう留意しなければならない。 

（基本的施策） 

第７条 市は、共生社会の実現を目指すに当たり、次に掲げる施策（以下「基本的施策」という。）

を講ずるものとする。 

⑴ 共生社会について学び、意識の形成を図るための次に掲げる施策 

ア 学校教育、社会教育その他の教育等の場において、市民及び団体が共生社会について学

び、理解を深める機会を提供すること。 

イ 市民及び団体に対して、共生社会の実現に向けて必要な啓発及び広報活動を行うこと。 

⑵ 十分な情報のやりとりを可能にするための次に掲げる施策 

ア 市民及び団体に対して情報提供を行うときは、受け手側の立場になって考えることで分

かりやすい表現となるよう工夫すること。 

イ 全ての人が、自分の考えを相手に的確に伝えられるよう、公共の場における多種多様な

コミュニケーションの手段の確保を支援すること。 

⑶ 多様性に配慮した社会環境等を整備するための次に掲げる施策 

 ア 公共施設等におけるバリアフリー化、多言語対応、ユニバーサルデザイン対応等、全て

の人に配慮した社会環境の整備に努めること。 

 イ 性的マイノリティ、障がい者、外国人、社会的少数者等に対する支援制度の整備に努め

ること。 

⑷ 地域における共生社会を活性化させるための次に掲げる施策 
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ア 市民及び団体が本来持っている力を発揮し続けるため、共生社会の実現に向けた活動を

実施する市民及び団体との協働を推進すること。 

イ 地域における市民及び団体相互の支援体制を整備し、市民及び団体が地域の生活課題の

発見及び対応を可能とする地域づくりが行われるよう支援に努めること。 

ウ 保健、医療、福祉、教育、就労その他の制度の枠を超え、又は各制度間の連携を図りな

がら、市民に対して包括的かつ総合的な支援を行うこと。 

⑸ 共生社会の実現に向けた推進体制の構築及び改善に関する施策 

２ 市は、基本的施策を通じて、共生社会の実現に当たり、市民が日常生活又は社会生活を営む

上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切の市民が現に解消を必

要とする障壁を解消するための必要かつ適当で負担が過重でない措置が行われるよう取り組む

ものとする。 

（計画等への反映等） 

第８条 市は、条例等の制定又は計画の策定に当たっては、基本理念を最大限尊重するとともに

基本的施策を踏まえ、制定又は策定するものとする。 

２ 市は、前項の計画の実施に当たっては、基本理念の尊重及び基本的施策の実現のため、必要

な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 市は、前項の計画の実施の評価に当たっては、基本理念及び基本的施策の視点を含めて評価

するものとする。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

提案理由 

市民一人一人が、お互いを尊重し合い、支え合い、多様性を認め、自らが望む形で社会との関

わりを持ち、生涯にわたって安心して自分らしく暮らすことのできる彩り豊かな個性が集う多様

性のある地域社会を本市において実現していくため、新たに条例を制定しようとするものである。 
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議案第２１号 

木更津市幼児言語教室の設置及び管理に関する条例の制定について 

木更津市幼児言語教室の設置及び管理に関する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市幼児言語教室の設置及び管理に関する条例 

（設置） 

第１条 市は、ことばの発達に課題がある小学校就学前の幼児に対して、ことばの発達を支援す

るため、木更津市幼児言語教室（以下「幼児言語教室」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 幼児言語教室の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

木更津市幼児言語教室 木更津市潮見二丁目９番地 

（事業） 

第３条 幼児言語教室は、次に掲げる事業を行うものとする。 

⑴ ことばの相談又は検査に関する事業 

⑵ ことばの指導又は訓練に関する事業 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めることばの発達の支援に関する事業 

（開館時間等） 

第４条 幼児言語教室の開館時間は、午前９時から午後４時３０分までとする。ただし、市長が

必要と認めるときは、これを変更することができる。 

２ 幼児言語教室の休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めるときは、これを

変更することができる。 

⑴  日曜日及び土曜日 

⑵  国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶  １月２日から１月４日まで 

⑷  １２月２８日から１２月３１日まで 

（使用者の範囲） 
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第５条 幼児言語教室を使用することができる者は、市内に住所を有する小学校就学前の幼児で、

ことばの発達の段階において、相談、検査、指導、訓練その他ことばの発達の支援が必要な者

及びその保護者とする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、感染性疾患を有する者は使用できないものとする。 

 （使用の承認） 

第６条 幼児言語教室を使用しようとする者（ことばの指導又は訓練での使用に限る。）は、あ

らかじめ市長に申請し、その承認を受けなければならない。 

 （使用の不承認） 

第７条 市長は、前条の申請に係る使用が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、幼児

言語教室の使用を承認しないことができる。 

 ⑴ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

⑵ 営利を目的とする使用、その他これに類する行為を行うおそれがあるとき。 

⑶ 幼児言語教室の設置の目的に反する行為を行うおそれがあるとき。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の利益になるとき。 

⑸ 他の使用者の使用を妨げる行為を行うおそれがあるとき。 

⑹ 幼児言語教室の施設又は設備を汚損し、破損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、幼児言語教室の管理運営上支障があるとき。 

 （使用の停止等） 

第８条 市長は、第６条の承認を受けた使用者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

幼児言語教室の使用を停止し、終了し、又は使用の承認を取り消すことができる。 

 ⑴ ことばの指導又は訓練の効果が顕著で、自然治癒の可能性があるとき。 

 ⑵ 医療機関、他の相談機関等での検査又は治療が必要であるとき。 

 ⑶ ことばの指導又は訓練の必要がなくなったとき。 

 ⑷ この条例又はこの条例に基づく規則等に違反したとき。 

 ⑸ 前条各号のいずれかに該当するとき。 

（使用料） 

第９条 幼児言語教室の使用料は、無料とする。 

（警察署長への意見聴取） 
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第１０条 市長は、第７条又は第８条の規定により不承認又は使用の停止等をしようとする場合

で、必要があると認めるときは、幼児言語教室を使用しようとする者等が暴力団の構成員であ

るか否かについて、千葉県木更津警察署長に対し、意見を聴くことができる。 

（遵守事項） 

第１１条 幼児言語教室においては、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがある行為をしないこと。 

⑵ 営利を目的とする使用、その他これに類する行為をしないこと。 

⑶ 幼児言語教室の設置の目的に反する行為をしないこと。 

⑷ 他の使用者の使用を妨げる行為をしないこと。 

⑸ 幼児言語教室の施設又は設備を汚損し、破損し、又は滅失する行為をしないこと。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、幼児言語教室の管理運営上支障がある行為をしないこと。 

（入館の禁止等） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、幼児言語教室の入館を禁止し、又

は退館を命じることができる。 

⑴ 前条各号の規定に違反した者又は違反するおそれがある者 

⑵ 幼児言語教室の管理運営上必要な指示に従わない者 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、幼児言語教室の管理運営上入館を禁止し、又は退館を命じる

必要があると認める者 

（委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、幼児言語教室の管理に関し必要な事項は、市長が別に

規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（木更津市まなび支援センターの設置及び管理に関する条例の一部改正） 

２ 木更津市まなび支援センターの設置及び管理に関する条例（平成１９年木更津市条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とする。 
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第７条及び第８条を削り、第９条を第７条とする。 

（木更津市まなび支援センターの設置及び管理に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ この条例の施行の際現に前項の規定による改正前の木更津市まなび支援センターの設置及び

管理に関する条例の規定によりなされている幼児言語教室に係る申請、承認、決定その他の行

為で、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の幼児言語教室の使用に係るもの

については、施行日以後においては、この条例の相当規定によりなされた行為とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 ことばの発達に課題がある小学校就学前の幼児に対して、ことばの発達を支援する木更津市幼

児言語教室を設置するため、新たに条例を制定しようとするものである。 
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議案第２２号 

附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

附属機関設置条例の一部を改正する条例 

附属機関設置条例（昭和３４年木更津市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

別表市営霊園建設委員会の項中「市営霊園建設委員会」を「木更津市営霊園建設委員会」に、 

「学識経験を有する者」を「学識経験者」に改め、同表木更津市総合計画審議会の項中「策定」 

の次に「及び推進」を加え、同表公営住宅建築委員会の項中「公営住宅建築委員会」を「木更津

市公営住宅建築委員会」に、「学識経験を有する者」を「学識経験者」に改め、同表住居表示審

議会の項中「住居表示審議会」を「木更津市住居表示審議会」に改め、同表合併調査研究委員会

の項中「合併調査研究委員会」を「木更津市合併調査研究委員会」に、「知識経験者」を「学識

経験者」に改め、同表下水道事業審議会の項中「下水道事業審議会」を「木更津市下水道事業審

議会」に改め、同表行政改革推進委員会の項中「行政改革推進委員会」を「木更津市行政改革推

進委員会」に改め、同項委員の構成の欄を次のように改める。 

１ 学識経験者 

２ 関係団体を代表す

る者 

３ 公募  

別表下水処理場漁業関係委員会の項中「下水処理場漁業関係委員会」を「木更津市下水処理場

漁業関係委員会」に改め、同表木更津市男女共同参画推進委員会の項中「促進」を「推進」に、

「の代表」を「を代表する者」に改め、同表老人ホーム入所判定委員会の項中「老人ホーム入所

判定委員会」を「木更津市老人ホーム入所判定委員会」に改め、同表木更津市介護保険運営協議

会の項中「市政協力員の代表」を「市政協力員」に改め、同表木更津市農業振興地域整備促進協 

   「３ 農業関係団体等の 

 

 

議会の項中 
「３ 農業関係団体等の 

 
を 

役職員  
に改め、同表指定管理者候補 

役職員      」 ４ 関係行政機関の職 

 

21



   員        」   

者選定委員会の項中「指定管理者候補者選定委員会」を「木更津市指定管理者候補者選定委員

会」に改め、同項委員の構成の欄を次のように改める。 

１ 学識経験者 

 ２ 関係団体を代表す

る者 

３ 市政協力員 

４ 市の職員 

別表木更津市立保育園民営化事業者選定委員会、木更津市民会館整備検討委員会及び木更津市

庁舎整備事業者選定審査委員会の項を削り、同表木更津市水産振興計画策定検討委員会の項中「 

木更津市水産振興計画策定検討委員会」を「木更津市水産振興推進委員会」に改め、「の策定」 

の次に「及び推進」を加え、 

 

を 

「２ 関係団体を代表す 

 
に改め、同 

「２ 関係団体を代表す 

 

る者 

  る者       」 ３ 関係行政機関の職 

  員        」 

表に次のように加える。 

木更津市財産

利活用推進委

員会 

本市の財産の利活用

の推進に関する重要

事項を調査審議し、

必要な事項を市長に

答申し、又は建議す

ること。 

委員長 

副委員長 

委員 

１ 学識経験者 

２ 関係団体を代表す 

る者 

７人以内 ２年 

木更津飛行場

周辺まちづく

り実施計画策

定検討委員会 

木更津飛行場周辺ま

ちづくり実施計画の

策定について調査審

議し、必要な事項を

市長に答申し、又は

建議すること。 

委員長 

副委員長 

委員 

１ 学識経験者 

２ 関係団体を代表す 

る者 

３ 市の職員 

４ 公募 

１０人以内 １年以内 

木更津市産業産業用地整備のため委員長 １ 学識経験者 ５人以内 １年以内 
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用地整備支援

事業審査委員

会 

事業者が行う開発行

為その他企業立地の

ための環境整備に対

し、本市が道路、下

水道等の公共に要す

る費用の一定額を負

担する計画を審議し 

、必要な事項を市長

に答申し、又は建議

すること。 

副委員長 

委員 

２ 関係団体を代表す 

る者 

 

木更津市自殺

対策協議会 

木更津市自殺対策計

画の策定及び推進に

ついて審議し、必要

な事項を市長に答申

し、又は建議するこ

と。 

会長 

副会長 

委員 

１ 医師 

２ 学識経験者 

３ 関係団体を代表す 

る者 

４ 関係行政機関の職 

 員 

１２人以内 ２年 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定（木更津市財産利活

用推進委員会の項、木更津飛行場周辺まちづくり実施計画策定検討委員会の項、木更津市産業

用地整備支援事業審査委員会の項及び木更津市自殺対策協議会の項に係る部分を除く。）及び

附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の附属機関設置条例の規定により設置されて

いる次の表の左欄に掲げる附属機関の委員（以下「旧委員」という。）に任命又は委嘱されて

いる者は、それぞれ同表の右欄に掲げるこの条例による改正後の附属機関設置条例の規定によ

り設置された附属機関の委員（以下「新委員」という。）として任命又は委嘱されたものとみ

なす。この場合において、新委員の任期は、旧委員の残任期間とする。 

市営霊園建設委員会 木更津市営霊園建設委員会 
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公営住宅建築委員会 木更津市公営住宅建築委員会 

住居表示審議会 木更津市住居表示審議会 

合併調査研究委員会 木更津市合併調査研究委員会 

下水道事業審議会 木更津市下水道事業審議会 

行政改革推進委員会 木更津市行政改革推進委員会 

下水処理場漁業関係委員会 木更津市下水処理場漁業関係委員会 

老人ホーム入所判定委員会 木更津市老人ホーム入所判定委員会 

指定管理者候補者選定委員会 木更津市指定管理者候補者選定委員会 

木更津市水産振興計画策定検討委員会 木更津市水産振興推進委員会 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４０年木更津市条例第

８号）の一部を次のように改正する。 

  別表第３老人ホーム入所判定委員の項中「老人ホーム入所判定委員」を「木更津市老人ホー

ム入所判定委員」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市財産利活用推進委員会、木更津飛行場周辺まちづくり実施計画策定検討委員会、木更

津市産業用地整備支援事業審査委員会及び木更津市自殺対策協議会を設置し、木更津市立保育園

民営化事業者選定委員会、木更津市民会館整備検討委員会及び木更津市庁舎整備事業者選定審査

委員会を廃止する等のため、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２３号 

木更津市行政組織条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市行政組織条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市行政組織条例の一部を改正する条例 

木更津市行政組織条例（昭和４６年木更津市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「財務部」を 
「財務部 

に改める。 
 資産管理部」 

第３条第１号オを次のように改める。 

 オ 情報システムに関する事項 

第３条第２号中カを削り、キをカとし、ク及びケを削り、同条第３号イを次のように改める。 

  イ 姉妹都市、友好都市等に関する事項 

 第３条第３号中ウを削り、エをウとし、オからキまでをエからカまでとし、同条中第１０号を

第１１号とし、第９号を第１０号とし、第８号に次のように加える。 

 オ 資源循環に関する事項 

第３条中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号に次のよう

に加える。 

 ク 男女共同参画に関する事項 

 ケ 国際交流に関する事項（姉妹都市、友好都市等に関することを除く。） 

 コ 人権に関する事項 

第３条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 資産管理部 

 ア 市有財産管理に関する事項 

 イ 営繕に関する事項 

 ウ 公共施設マネジメントに関する事項 

エ 庁舎整備に関する事項 

附 則 

25



この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

行政需要の変化に的確に対応した組織機構の改革に伴い、関係条文の整備をしようとするもの

である。 
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議案第２４号 

手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

手数料条例の一部を改正する条例 

手数料条例（昭和３１年木更津市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

別表第２宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条第１項の規定による宅地造成

に関する工事の許可の申請に対する審査の項中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土

等規制法」に、「第８条第１項」を「第１２条第１項」に改め、同表宅地造成等規制法第１２条

第１項の規定による宅地造成に関する工事の計画の変更許可の申請に対する審査の項中「宅地造

成等規制法第１２条第１項」を「宅地造成及び特定盛土等規制法第１６条第１項」に改める。 

別表第３建築基準法第５１条ただし書（同法第８７条第２項若しくは第３項又は同法第８８条

第２項において準用する場合を含む。）の規定による特殊建築物等の敷地の位置の許可の申請に

対する審査の項の次に次のように加える。 

建築基準法第５２条第６項

第３号の規定による建築物

の容積率に関する特例の認

定の申請に対する審査 

建築物の容積率の特例認

定申請手数料 

特例認定申請１件につき ２７，０００

円 

別表第３建築基準法第５５条第２項の規定による建築物の高さに関する特例の認定の申請に対

する審査の項の次に次のように加える。 

建築基準法第５５条第３項

の規定による建築物の高さ

に関する特例の許可の申請

に対する審査 

建築物の高さの特例許可

申請手数料 

高さの特例許可申請１件につき １６０ 

，０００円 

別表第３建築基準法第５５条第３項各号の規定による建築物の高さの許可の申請に対する審査

の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条第４項各号」に改め、同表建築基準法第５７条第１

項の規定による建築物の高さに関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査の項の次に
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次のように加える。 

建築基準法第５８条第２項

の規定による高度地区にお

ける建築物の高さに関する

特例の許可の申請に対する

審査 

高度地区における建築物

の高さの特例許可申請手

数料 

高さの特例許可申請１件につき １６０ 

，０００円 

別表第３建築基準法第８６条第２項の規定による複数建築物に関する特例の認定の申請に対す

る審査の項及び建築基準法第８６条第４項の規定による複数建築物に関する特例の許可の申請に

対する審査の項中「既存を除く」を「建築等に係る建築物に限る」に改め、同表建築基準法第８

６条の２第１項の規定による同一敷地内認定建築物以外の建築物の建築の認定の申請に対する審

査の項事務の種類の欄中「同一敷地内認定建築物以外の建築物の建築の」を「建築物の新築又は

増築等の」に改め、同項手数料の名称の欄中「同一敷地内認定建築物以外の建築物の」を「建築

物の新築又は増築等の」に改め、同項単位及び金額の欄中「同一敷地内建築物を除く」を「新築

又は増築等に係る建築物に限る」に改め、同表建築基準法第８６条の２第２項の規定による同一

敷地内認定建築物以外の建築物の特例の許可の申請に対する審査の項中「同一敷地内認定建築物

以外の建築物の」を「建築物の新築又は増築等の」に、「同一敷地内建築物を除く」を「新築又

は増築等に係る建築物に限る」に改め、同表建築基準法第８６条の２第３項の規定による同一敷

地内許可建築物以外の建築物の建築の許可の申請に対する審査の項事務の種類の欄中「同一敷地

内許可建築物以外の建築物の建築の」を「建築物の新築又は増築等の」に改め、同項手数料の名

称の欄中「同一敷地内許可建築物以外の建築物の」を「建築物の新築又は増築等の」に改め、同

項単位及び金額の欄中「同一敷地内建築物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に

改め、同表都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）第５３条第１項の規

定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査の項単位及び金額の欄を次のように

改める。 

 ⑴ 認定申請に係る低炭素建築物新築

等計画が、建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律（平成２７

年法律第５３号）第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消費
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性能判定機関（以下この表において

「登録建築物エネルギー消費性能判

定機関」という。）又は登録住宅性

能評価機関により、都市の低炭素化

の促進に関する法律第５４条第１項

各号に掲げる基準に適合していると

認められたものである場合 認定申

請１件につき 

ア 一戸建ての住宅（１棟の建築物

からなる１戸の住宅で、住宅以外

の用途に供する部分を有しないも

のをいう。以下この項において同

じ。） ５，０００円 

イ 共同住宅等（共同住宅、長屋そ

の他の一戸建ての住宅以外の住宅

をいう。以下この項において同じ 

。） 床面積を合計した面積の区

分に応じ、次に掲げる額 

(ア) ３００平方メートル未満の

もの ９，０００円 

(イ) ３００平方メートル以上２ 

，０００平方メートル未満のも

の １９，０００円 

(ウ) ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満

のもの ４３，０００円 

(エ) ５，０００平方メートル以

上のもの ７６，０００円 

ウ 非住宅建築物（住宅以外の用途
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のみに供する建築物をいう。以下

この項において同じ。） 床面積

を合計した面積の区分に応じ、次

に掲げる額 

(ア) ３００平方メートル未満の

もの ９，０００円 

(イ) ３００平方メートル以上１ 

，０００平方メートル未満のも

の １６，０００円 

(ウ) １，０００平方メートル以

上２，０００平方メートル未満

のもの ２６，０００円 

(エ) ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未満

のもの ７６，０００円 

(オ) ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル未

満のもの １２０，０００円 

(カ) １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メートル

未満のもの １５２，０００円 

(キ) ２５，０００平方メートル

以上のもの １８９，０００円 

エ 複合建築物（住宅の用途及び住

宅以外の用途に供する建築物をい

う。以下この項において同じ。） 

  建築物全体の住戸の床面積及び

共用部分の床面積を合計した面積

に応じ、イにより算定した額に、
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当該建築物の住宅以外の用途に供

する部分の床面積を合計した面積

に応じ、ウにより算定した額を加

えた額 

⑵ ⑴以外の場合 認定申請１件につ

き 

ア 一戸建ての住宅 

(ア) 建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（平成２８

年経済産業省・国土交通省令第

１号）第１０条第２号イ(２)及

びロ(２)定める基準に適合する

もの １８，０００円 

(イ) (ア)以外のもの ３６，０

００円 

イ 共同住宅等 

(ア) 建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第１０条第

２号イ(２)及びロ(２)に定める

基準に適合するもの 床面積を

合計した面積の区分に応じ、次

に掲げる額 

ａ ３００平方メートル未満の

もの ３１，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上２ 

，０００平方メートル未満の

もの ５４，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未
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満のもの ９７，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以

上のもの １４７，０００円 

(イ) (ア)以外のもの 床面積を

合計した面積の区分に応じ、次

に掲げる額 

ａ ３００平方メートル未満の

もの ６５，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上２ 

，０００平方メートル未満の

もの １０９，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満のもの １８５，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以

上のもの ２６５，０００円 

ウ 非住宅建築物 床面積を合計し

た面積の区分に応じ、次に掲げる

額 

(ア) 建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第１０条第

２号イ(２)及びロ(２)に定める

基準に適合するもの 床面積を

合計した面積の区分に応じ、次

に掲げる額 

ａ ３００平方メートル未満の

もの ８２，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上１ 

，０００平方メートル未満の
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もの １０５，０００円 

ｃ １，０００平方メートル以

上２，０００平方メートル未

満のもの １３８，０００円 

ｄ ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満のもの ２２３，０００円 

ｅ ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル

未満のもの ２９１，０００

円 

ｆ １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満のもの ３４９，００

０円 

ｇ ２５，０００平方メートル

以上のもの ４１０，０００

円 

(イ) (ア)以外のもの 床面積を

合計した面積の区分に応じ、次

に掲げる額 

ａ ３００平方メートル未満の

もの ２１５，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上１ 

，０００平方メートル未満の

もの ２６９，０００円 

ｃ １，０００平方メートル以

上２，０００平方メートル未

満のもの ３４７，０００円 
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別表第３建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第１項又は第１３条第２項 

の規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定の項中「（平成２８年経済産業省・国土交通

省令第１号）」を削り、同表建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１項の

規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査の項中 

「 

  ⑵ 住宅部分を有する建築物（建築物エ

ネルギー消費性能基準等を定める省令

第１条第１項第２号の住宅部分を有す

ｄ ２，０００平方メートル以

上５，０００平方メートル未

満のもの ４９５，０００円 

ｅ ５，０００平方メートル以

上１０，０００平方メートル

未満のもの ６１０，０００

円 

ｆ １０，０００平方メートル

以上２５，０００平方メート

ル未満のもの ７２１，００

０円 

ｇ ２５，０００平方メートル

以上のもの ８２２，０００

円 

エ 複合建築物 建築物全体の住戸

の床面積及び共用部分の床面積を

合計した面積に応じ、イにより算

定した額に、当該建築物の住宅以

外の用途に供する部分の床面積を

合計した面積に応じ、ウにより算

定した額を加えた額 
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る建築物をいう。） 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１０条第２号イ及び

ロに掲げる基準に適合するもの 

(ア) 登録建築物エネルギー消費性

能判定機関又は登録住宅性能評価

機関により当該基準に適合してい

ると認められたものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅（１棟の建築

物からなる１戸の住宅をいう。

以下この項において同じ。） 

５，０００円 

ｂ 共同住宅等（共同住宅、長屋

その他の一戸建ての住宅以外の

住宅をいう。以下この項におい

て同じ。）における一の住戸 

次に掲げる住戸の総数の区分に

応じ、それぞれに定める額 

(ａ) ４戸以下のもの ９，０

００円 

(ｂ) ４戸を超え１５戸以下の

もの １９，０００円 

(ｃ) １５戸を超え４５戸以下

のもの ４３，０００円 

(ｄ) ４５戸を超えるもの ７

６，０００円 

ｃ 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部
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分を計算の対象としない評価方

法による認定申請については、

共用部分の面積を除いた面積）

が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ９，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの １９，０００円 

(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの ４３，０００円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの ７６，０００円 

(イ) (ア)以外のものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅 当該申請に

係る建築物の床面積の合計が 

(ａ) ２００平方メートル未満

のもの ３３，０００円 

(ｂ) ２００平方メートル以上

のもの ３６，０００円 

ｂ 共同住宅等における一の住戸 

次に掲げる住戸の総数の区分

に応じ、それぞれに定める額 

(ａ) ４戸以下のもの ６５，

０００円 

(ｂ) ４戸を超え１５戸以下の

もの １０９，０００円 
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(ｃ) １５戸を超え４５戸以下

のもの １８５，０００円 

(ｄ) ４５戸を超えるもの ２

６５，０００円 

ｃ 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部

分を計算の対象としない評価方

法による認定申請については、

共用部分の面積を除いた面積）

が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ６５，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの １０９，０００円 

(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの １８５，０００

円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの ２６５，０００

円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１０条第２号ただし

書の場合によるもの 認定申請１件

につき 

(ア) 一戸建ての住宅 ５，０００

円 

(イ) 共同住宅等における一の住戸 
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 次に掲げる住戸の総数の区分に

応じ、それぞれに定める額 

ａ ４戸以下のもの ９，０００

円 

ｂ ４戸を超え１５戸以下のもの 

１９，０００円 

ｃ １５戸を超え４５戸以下のも

の ４３，０００円 

ｄ ４５戸を超えるもの ７６，

０００円 

(ウ) 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部分

を計算の対象としない評価方法に

よる認定申請については、共用部

分の面積を除いた面積）が 

ａ ３００平方メートル未満のも

の ９，０００円 

ｂ ３００平方メートル以上２，

０００平方メートル未満のもの 

  １９，０００円 

ｃ ２，０００平方メートル以上

５，０００平方メートル未満の

もの ４３，０００円 

ｄ ５，０００平方メートル以上

のもの ７６，０００円 

」 

を 

「 

  ⑵ 住宅部分を有する建築物（建築物エ
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ネルギー消費性能基準等を定める省令

第１条第１項第２号の住宅部分を有す

る建築物をいう。） 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１０条第２号イ(２)

及びロ(２)に掲げる基準に適合する

もの 

(ア) 登録建築物エネルギー消費性

能判定機関又は登録住宅性能評価

機関により当該基準に適合してい

ると認められたものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅（１棟の建築

物からなる１戸の住宅をいう。

以下この項において同じ。） 

５，０００円 

ｂ 共同住宅等（共同住宅、長屋

その他の一戸建ての住宅以外の

住宅をいう。以下この項におい

て同じ。） 当該申請に係る建

築物の床面積の合計（共用部分

を計算の対象としない評価方法

による認定申請については、共

用部分の面積を除いた面積）が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ９，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの １９，０００円 
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(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの ４３，０００円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの ７６，０００円 

(イ) (ア)以外のものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅 当該申請に

係る建築物の床面積の合計が 

(ａ) ２００平方メートル未満

のもの １７，０００円 

(ｂ) ２００平方メートル以上

のもの １８，０００円 

ｂ 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部

分を計算の対象としない評価方

法による認定申請については、

共用部分の面積を除いた面積）

が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ３１，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの ５４，０００円 

(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの ９７，０００円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの １４７，０００
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円 

イ ア以外の場合  

(ア) 登録建築物エネルギー消費性

能判定機関又は登録住宅性能評価

機関により当該基準に適合してい

ると認められたものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅 ５，０００

円 

ｂ 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部

分を計算の対象としない評価方

法による認定申請については、

共用部分の面積を除いた面積）

が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ９，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの １９，０００円 

(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの ４３，０００円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの ７６，０００円 

(イ) (ア)以外のものである場合 

認定申請１件につき 

ａ 一戸建ての住宅 当該申請に

係る建築物の床面積の合計が 
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(ａ) ２００平方メートル未満

のもの ３３，０００円 

(ｂ) ２００平方メートル以上

のもの ３６，０００円 

ｂ 共同住宅等 当該申請に係る

建築物の床面積の合計（共用部

分を計算の対象としない評価方

法による認定申請については、

共用部分の面積を除いた面積）

が 

(ａ) ３００平方メートル未満

のもの ６５，０００円 

(ｂ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未満

のもの １０９，０００円 

(ｃ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メートル

未満のもの １８５，０００

円 

(ｄ) ５，０００平方メートル

以上のもの ２６５，０００

円 

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表第２宅地造成等規制法（昭和３６

年法律第１９１号）第８条第１項の規定による宅地造成に関する工事の許可の申請に対する審査

の項及び同表宅地造成等規制法第１２条第１項の規定による宅地造成に関する工事の計画の変更

許可の申請に対する審査の項の改正規定は、令和５年５月２６日から施行する。 
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提案理由 

宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第５５号）及び脱炭素社会の実現に資

するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年

法律第６９号）並びに建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令

和４年経済産業省・国土交通省令第１号）及び建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令の

一部を改正する省令（令和４年経済産業省・国土交通省令第２号）の施行等に伴い、関係条文の

整備をしようとするものである。 
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議案第２５号 

木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

  令和５年２月７日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年木更津市条例第１５号）

の一部を次のように改正する。 

 第１３条第１項及び第２４条第１項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改

める。 

 別表第１アの表を次のように改める。 

 ア 行政職給料表 

                      （単位：円）  

 職務 

の級 
１級 ２級 

号給 給料月額 給料月額 

 １ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１５０，１００  

１５１，２００  

１５２，４００ 

１５３，５００ 

１５４，６００  

１５５，７００  

１５６，８００  

１５７，９００  

１５８，９００  

１６０，３００  

１９８，５００  

２００，３００  

２０２，１００  

２０３，９００  

２０５，４００  

２０７，２００  

２０９，０００  

２１０，８００  

２１２，４００  

２１４，２００  
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１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

１６１，６００  

１６２，９００  

１６４，１００  

１６５，６００  

１６７，１００  

１６８，７００  

１６９，８００  

１７１，２００  

１７２，６００  

１７４，０００  

１７５，３００  

１７７，８００  

１８０，３００  

１８２，８００  

１８５，２００ 

１８６，９００ 

１８８，５００  

１９０，２００  

１９１，７００  

１９３，４００  

１９５，２００  

１９６，９００  

１９８，５００  

１９９，９００  

２０１，４００  

２０２，９００  

２０４，２００  

２０５，５００  

２０６，７００  

２１６，０００  

２１７，８００  

２１９，２００  

２２１，０００  

２２２，７００  

２２４，５００  

２２６，１００  

２２７，８００  

２２９，４００  

２３０，９００  

２３２，２００  

２３３，８００  

２３５，４００  

２３６，９００  

２３７，９００  

２３９，４００  

２４０，７００  

２４１，９００  

２４３，１００  

２４４，１００  

２４５，１００  

２４６，１００  

２４７，２００ 

２４８，１００ 

２４９，０００ 

２５０，０００  

２５０，９００  

２５２，２００  

２５３，４００  
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４０ 

４１ 

４２ 

４３ 

４４ 

４５ 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

６４ 

６５ 

６６ 

６７ 

６８ 

２０８，０００  

２０９，３００  

２１０，６００  

２１１，９００  

２１３，２００  

２１４，３００  

２１５，６００  

２１６，９００  

２１８，２００  

２１９，２００  

２２０，３００  

２２１，３００  

２２２，３００  

２２３，３００  

２２４，２００  

２２５，１００  

２２６，０００  

２２６，３００  

２２７，１００  

２２７，８００  

２２８，５００  

２２９，２００  

２３０，０００  

２３０，７００  

２３１，３００  

２３１，９００  

２３２，５００  

２３３，１００  

２３３，８００  

２５４，７００  

２５６，０００  

２５７，４００  

２５８，６００  

２５９，８００  

２６０，９００  

２６２，１００  

２６３，４００  

２６４，５００  

２６５，６００  

２６６，６００  

２６７，８００  

２６８，９００  

２６９，９００  

２７０，９００  

２７２，０００  

２７３，１００  

２７４，０００  

２７５，０００  

２７５，９００  

２７７，０００  

２７８，１００  

２７９，１００  

２８０，０００  

２８１，０００  

２８１，５００  

２８２，４００  

２８３，１００  

２８４，０００  
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６９ 

７０ 

７１ 

７２ 

７３ 

７４ 

７５ 

７６ 

７７ 

７８ 

７９ 

８０ 

８１ 

８２ 

８３ 

８４ 

８５ 

８６ 

８７ 

８８ 

８９ 

９０ 

９１ 

９２ 

９３ 

９４ 

９５ 

９６ 

９７ 

２３４，５００  

２３５，１００  

２３５，６００  

２３６，３００  

２３７，０００  

２３７，６００  

２３８，２００  

２３８，７００  

２３９，３００  

２４０，０００  

２４０，７００  

２４１，２００  

２４１，７００  

２４２，３００  

２４２，９００ 

２４３，４００ 

２４３，９００  

２４４，５００  

２４５，１００  

２４５，６００  

２４６，１００  

２４６，６００  

２４６，９００  

２４７，３００  

２４７，６００ 

２８５，０００  

２８５，８００  

２８６，６００  

２８７，４００  

２８８，２００  

２８８，７００  

２８９，１００  

２８９，６００  

２８９，８００  

２９０，１００  

２９０，３００  

２９０，７００  

２９０，９００  

２９１，１００  

２９１，５００  

２９１，８００  

２９２，１００  

２９２，４００  

２９２，７００  

２９３，１００  

２９３，４００  

２９３，８００  

２９４，１００  

２９４，５００  

２９４，７００  

２９４，９００  

２９５，２００  

２９５，６００  

２９５，８００  
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９８ 

９９ 

１００ 

１０１ 

１０２ 

１０３ 

１０４ 

１０５ 

１０６ 

１０７ 

１０８ 

１０９ 

１１０ 

１１１ 

１１２ 

１１３ 

１１４ 

１１５ 

１１６ 

１１７ 

１１８ 

１１９ 

１２０ 

１２１ 

１２２ 

１２３ 

１２４ 

１２５ 

２９６，１００  

２９６，５００  

２９６，９００  

２９７，１００  

２９７，４００  

２９７，８００  

２９８，１００  

２９８，３００  

２９８，６００  

２９９，０００  

２９９，３００  

２９９，５００  

２９９，９００  

３００，３００  

３００，６００  

３００，８００  

３０１，０００  

３０１，３００  

３０１，７００  

３０１，９００  

３０２，１００  

３０２，４００  

３０２，７００  

３０３，１００  

３０３，３００  

３０３，６００  

３０３，９００  

３０４，２００ 

    附 則 
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この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 令和４年の人事院勧告及び千葉県人事委員会勧告を踏まえ、本市の会計年度任用職員の給与の

額を改定するため、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２６号 

木更津市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市保育園の設置及び管理に関する条例（昭和６２年木更津市条例第１４号）の一部を次

のように改正する。 

別表木更津市立鎌足保育園の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 木更津市立鎌足保育園の廃止に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２７号 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例の制定について 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

    例 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年木更津市条

例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「次条第１項」の次に「、第７条の３第２項」を加える。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的保育事業所等

ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外で

の活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動その
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他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、

点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の所在

の確認を行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の

座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利

用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるもの

を除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落

としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に

限る。）を行わなければならない。 

第１０条中「設置するときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限り」を加え、同

条ただし書を削る。 

第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

 第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「に、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び 

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施す 

る」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、公布の日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条 

例第７条の３第２項の規定の適用については、家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎 

を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーそ 

の他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下「ブザー等」という。）を備えるこ 

と及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該 

自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的とし 

た自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利 

用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 
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提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第

１５９号）、民法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関す

る省令（令和４年厚生労働省令第１６７号）及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の

一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第１７５号）の施行に伴い、関係条文の整備をしよ

うとするものである。 
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議案第２８号 

木更津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例の制定について 

木更津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

木更津市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年木更

津市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課後児童健全育

成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する

事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に

関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等のための移動そ

の他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼そ
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の他の利用者の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在の確認を行わな

ければならない。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「に、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施す

る」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、この条例による改正後の木更津市放 

課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第６条の２の規定の適用につ 

いては、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第２ 

項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「周知し 

なければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。 

 

提案理由 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第

１５９号）及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚

生労働省令第１７５号）の施行に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第２９号 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市産業立地促進条例の一部を改正する条例 

木更津市産業立地促進条例（平成２０年木更津市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「（以下「奨励金」という。）」を削り、同条に次の２号を加える。 

⑿ 地元雇用者 対象施設の新設又は増設に伴い新規に雇用される常用雇用者であって、市内

に住所を有するもの（規則で定める者に限る。） 

⒀ 人材確保事業 人材の確保を図るため、求人情報を発信する事業（規則で定めるものに限

る。） 

第３条第１項及び第２項中「奨励金」を「立地奨励金」に改め、同条第５項中「第１項の規定 

による奨励金」を「立地奨励金、地元雇用奨励金及び人材確保事業奨励金（以下「立地奨励金等」 

という。）」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中「奨励金」を「立地奨励金」に改め、

同項を同条第５項とし、同項の次に次の１項を加える。 

６ 地元雇用奨励金及び人材確保事業奨励金の交付時期は、第４項第１号に規定する交付対象期

間における各年度の固定資産税の納期限が属する年度の翌年度とする。 

第３条第３項各号列記以外の部分中「奨励金」を「立地奨励金」に改め、同項第１号中「前項」 

を「第２項」に、「奨励金」を「立地奨励金」に改め、同項第２号中「前項ただし書」を「第２

項ただし書」に、「奨励金」を「立地奨励金」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次

に次の１項を加える。 

３ 市長は、立地奨励金の交付を受けようとする指定事業者に対し、立地奨励金に加え、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額の奨励金を予算の範囲内で交付することができる。 

⑴ 地元雇用奨励金 地元雇用者の数に１０万円を乗じて得た額 

⑵ 人材確保事業奨励金 人材確保事業に要した経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１ 

，０００円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）。ただし、５０万円を

上限とする。 
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第４条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「奨励金」を「立地奨励金」に改める。 

第７条第２項中「奨励金」を「立地奨励金等」に改める。 

附則第２項中「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定については、

公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の木更津市産業立地促進条例の規定は、この条例の施行の日以後の申

請に係る奨励金について適用し、同日前の申請に係る奨励金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地元雇用奨励金及び人材確保事業奨励金を追加し、市内の雇用の促進を図り、並びに本条例の

有効期限を延長するため、関係条文の整備をしようとするものである。 

57



議案第３０号 

木更津市営住宅設置管理条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市営住宅設置管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市営住宅設置管理条例の一部を改正する条例 

木更津市営住宅設置管理条例（平成９年木更津市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

別表市営住宅の項岩根団地の目を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 岩根団地の用途廃止に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第３１号 

木更津市郷土博物館金のすずの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

木更津市郷土博物館金のすずの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

令和５年２月７日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市郷土博物館金のすずの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市郷土博物館金のすずの設置及び管理に関する条例（平成２０年木更津市条例第８号）

の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項中「第２０条第１項」を「第２３条第１項」に改める。 

別表第１中「１００円」及び「８０円」を「無料」に改め、「５１０円」を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第２４号）の施行に伴い、及び博物館の利用の

促進を図るため、関係条文の整備をしようとするものである。 
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